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要約
本論文は．概算要求基準の導入によって当初予算の伸び率が縛られることに
なり．構造変化したことを一元配置の手法によって確認し．景気対策などは当
初予算ではできにくくなったためそれに替わるものとして概算要求甚準の縛り
を受けない補正予算が利用されるようになったことを示すことにする．補正予
算の役割を調べるために．新たに「補正率」の概念を導入し．その指標を用い
て統計分析を行う．
景気対策には，通常．公共事業関係費が用いられるが．概算要求基準の導入
によって公共事業関係費の当初予算は．マイナスシーリングという縛りを受け
ることになり．景気対策を行えなくなった． しかし．概算要求基準の縛りを受
けない補正予算では，公共事業関係費は大幅な伸びを示すことによって．当初
予算での縛りを上回るほどの規模を実現したことを明らかにする．その結果．
公共事業費は，当初予算での縛りにもかかわらず．年度全体で見てみると．従
来のように景気対策を行っていた可能性があることが示される．
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当初予算と補正予算における
公共事業関係費の変化
1. はじめに
立正大学経済学部
藤岡明房
208 年 9 月アメリカを震源とする世界的な金融機関の破綻は．世界経済を
一気に不況へと陥れた． 日本の景気も明らかに不況へと転じた. 8 本の政府は
補正予算により景気の落ち込みを救おうとした．しかし．景気の悪化は深刻で
あることから. 1 回の補正で十分とはいえず， 2 次補正も必要になるものと考
えられる．
今回の不況は世界規模であり, 1930 年代の大不況に匹敵するとまで言われ
ている． したがって． 日本の不況は今後数年続くことを覚悟しなければならな
ぃ．その場合．政府の政策をどのように運営するのかという点で． きわめて困
難な問題が生じる．それは．景気対策として財政政策を適用するのか，金融政
策を適用するのかという問題である．
金融市場が大混乱に陥っている以上，金融政策が効果を発揮するかどうか不
透明になった．バブル崩壊のときの政策の評価に関する論争を振り返ってみる
と．金融政策の遅れがデフレを生じさせた原因であったという説がある一方．
金融政策の遅れは決定的な役割を果たしたものではなく．需給の両サイドの要
囚に加え，不良債権問題など銀行機能の低下などの要囚が複合的に働いた結果
との説もある．
バブル期のように金融機関が破綻するような状況で．金融政策が有効に働く
とは考えられないことから．金融政策によって景気を救済することは困難で
あったと考えるのが妥当であろう．その教訓を前提にすると．今回の不況にお
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いてもやはり金融政策に頼るべきなのか，それとも財政政策を利用したほうが
よいのかの判断は難しいところであるが，金融市場が落ち着き，金融政策が効
果を発揮するまでには時間がかかる可能性が高い．事実，金融機関による貸し
渋りがひどくなっており，むしろ貸し出しを大幅に減少させている． したがっ
て，当面，金融機関への日銀貸し出しを増やすという金融政策は実施しながら，
財政政策に頼ることになるものと考えられる．
しかし， 日本の財政は多額の国債残高という借金があり， しかも毎年度その
国債額は増大している．そのため，財政政策は，政府の裁証によって自由に利
用できるような状況にはない．いくつかの制約条件に縛られている．中でも煎
要なのは，一般会計の当初予算に関して「概算要求基準というシーリング」が
設けられていることである． そもそも，概算要求基準に基づいて一般会計予
算を編成しなければならないならば，景気対策を行うことができるのかという
根本的な問題も存在するもし景気の変動に応じて景気対策を行わなくなった
としたならば，そのときは財政再建を実現することによる利益よりも大きな損
失を国民経済に与えてしまうに違いない． したがって，概算要求基準に基づい
て予算を編成する方式が採用された場合，娯気対策は行われなくなったのか，
それとも別の形で依然として景気対策は行われているのかという問題が生じ
る．そこで考えられるのが，補正予算 (suplemntary budget) による景気対
策である几補正予算は概算要求基準による縛りを受けないですむ． したがっ
て，当初予算では景気対策を行わず，補正予算で景気対策を行うようになった
という可能性がある旦
そのことを明らかにするために，まず概算要求甚準が導入されたことによっ
て一般会計の当初予算は構造変化したことを確認する 3)_ 次に，補正予算は概
算要求基準の導入によって構造変化しなかったことを明らかにする．その上で，
補正予算によって景気対策が行われたことを確認する．
このようなことから財政政策の景気対策効果については，割り引いて考える
必要がある特に，一般会計の当初予算と補正予算を区別し，それぞれの予算
の姿を明らかにする必要がある．これまで，当初予算についてはかなりの分析
が行われてきた． しかし，補正予算に関してはそれほど分析されてこなかった．
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補正予算の額が小さい時代には補正予算を無視してもあまり大きな影響はな
かった．だが，補正予算の規模が大きくなると．その効果を無視することはで
きない．そこで．本報告では．補正予算の姿を捉えるために．「補正率』とい
う概念を導入する．これは．補正予算の大きさを当初予算で割ったものである．
この補正率は．（補正後予算—当初予算）／当初予算に等しくなる． したがって．
補正予算の規模が当初予算に比べてどれくらいの比率になるのかを示すもので
ある．この補正率を利用することによって, 190 年代のバプル崩壊後の平成
不況を中心に． 日本における財政政策の中で補正予算が果たしてきた役割につ
いて明らかにしていくことにする．
2. 概算要求基準の導入による当初予算の構造変化
一般会計の当初予算は．予算の根幹になる予算である．
うに示される．
その推移は図 1のよ
0 000000 90807654321 
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当初予算の編成に当たって前年度の 8 月末までに各省庁は概算要求を財務省
に提出する．この概算要求を作成する場合，政府全体の方針を決めるのが概算
要求基準である．
概算要求基準を用いて概算要求の上限を制限することが本格的に実施された
1982 年度からである．この年度はゼロ・シーリングであったが．のは． 翌
当初予算と補正予算における公共事業関係費の変化 125 
1983 年度には，マイナス・シーリングが設定された．それ以降小渕内閣ま
で毎年度概算要求基準（マイナス・シーリング）が設定されている．
小渕内閣 (198 年 7 月 30 日誕生）になると，概算要求基準から，「概算要
求に当たっての基本的な方針」という呼び方に変わった．それに伴い，歳出を
3 つに分類し，公共投資関係費と裁量的経費についてはマイナス・シーリング
を継続するが義務的経費については増加を認めるものとした．それらとは別に
重点化枠を設けるなどの修正を行った．この新しい方式はその後も続けられて
いる．
当初予算の編成は， 1982 年度を境として構造変化したものと考えられる．
そして，小渕内閣以降は，歳出を分類する方式が導入され，より細かく制約さ
れるようになったことから，再び構造変化が生じた可能性がある． しかし，歳
出分類方式はマイナー・チェンジのため，構造変化の程度が小さいものと予想
される．そこで， 1) ケース 1. シーリング方式の導入前後の 2 期間比較. 2) 
ケース 2, シーリング導入前と，シーリング導入後で分類導入前後の 3期間比
較，の 2つのケース取り上げることにする．この 2 つのケースについて，ある
時点を境として構造変化が生じたかどうかを調べるための統計手法である『一
元配置」の手法を当初予算の構造変化を調べるために適用することにする．
はじめに，ケース 1 について調べるために，概算要求基準を導入する前と導
入した後の当初予算の伸び率 lG (t) - G (t - 1) I / G (t) に一元配
置の手法4) を適用して比較してみる．それを示したのが，表 1である．なお，
この表 1 では，検定の有意水準は 0.01 とした．
この表 1 の分散分析表の F 境界値 (7.314) より観測された分散比 (15.7924)
のほうが大きくなっているので，有意水準 1 % (0.1) で構造変化は起こらな
かったという帰無仮説は棄却されることになる． したがって，当初予算は概算
要求基準の導入によって構造変化をしたと判断できる．
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表 1. 当初予算に関する一元配置（ケース 1)
概要
一グループ 標本数
シーリング前 17 
シーリング後 25 
合計
2.893 
0.596 
平均
0.17052 
0.2039 
分散
0.1938 
0.1095 
分散分析表
変動要因 変動 自由度 分散 観測された分散比 P 値ー F 境界値
グループ間 0.23091 1 0.23091 
グループ内 0.5729 40 0.1432 
合計 0.28037 41 
15.7924 2.4E-15 7.314 
次に．ケース 2 について調べるために．当初予算の伸び率を 1965 年度から
198 年度まで. 1982 年度から 198 年度まで， 19 年度から 206 年度までの
3 期間について一元配置の手法を適用してみる．その際当初予算は概算要求
基準の導入によって構造変化しないという帰無仮説の有意水準は 1 % (0.1) 
とした．その結果は．表2 に示されている．
表2. 当初予算に関する一元配醤（ケース 2)
概要
一グループ
1965-198 
1982-98 
19-206 
標本数
778 11 
合計
2.893 
0.5218 
0.2879 
平均
0.17052 
0.3716 
0.359 
分散
0.1938 
0.98 
0.091 
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分散分析表
変動要因 変動 自由度 分散 観測された分散比 P 値 F 境界値
グループ問 0.27092 2 0.13546 83.158 8.65E-15 5.19413 
グループ内 0.53279 39 0.136 
合計 0.28037 41 
表 2 から明らかなように, F 境界値より観測された分散比のほうが大きいの
で．構造変化が生じないという帰無仮説は棄却されることになる．ただし，厳
密に言えば， 1965-1981 年度の期間と 1982-198 年度の期間，あるいは
1965-1981 年度の期間と 19-206 年度の期間の比較では有意水準 1 % (0.01) 
で棄却されたが, 1981-98 年度の期間と 19-206 年度の期間の比較では有
意水準 1 % (0.01) で棄却されなかった． したがって, 19 年度以降に採用さ
れた分類方式は必ずしも十分な構造変化を生じさせなかったことになる．
しかし．あらためて 1981-98 年度の期間と 19-206 年度の期間の比較を
有意水準 6 % (0.06) で行ってみると, F 境界値は 3.91347 になり．観測され
た分散比は 4.13709 になるため．かろうじて当初予算は概算要求基準の導入
によって構造変化しないという帰無仮説は棄却されることになった．ここで．
有意水準 6 % (0.06) という値は．通常採用される有意水準 5 % (0.05) に極
めて近い値であることから， 19 年度から概算要求基準の性格が変わり．そ
れにより当初予算は再び構造変化したと判断してもよいであろう．
したがって．ケース 2 については．当初予算は 1982 年度の概算要求基準の
導入によって大きく構造変化をし．さらに 19 年度の分類の導入によっても
構造変化したといえる．
分散分析表 有意水準 6%
変動要因 変動 自由度 分散 観測された分散比 P 値ー F 境界値
グループ間 0.04 1 0.04 4.137419 0.5378 3.91347 
グループ内 0.269 23 0.0968 
合計 0.267 24 
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3. 景気変動と当初予算の相関関係
概算要求基準の導入によって当初予算の編成が構造変化したとすると，景気
変動と当初予算の間の関係も変化した可能性がある．そのことを確認するため，
国民所得の変化率と当初予算の変化率の間の相関係数を，概算要求基準が導入
される前と導入された後とで比較してみる．その際，国民所得の変化率の候補
として年度ベースの名目国民所得と実質国民所得，暦年ベースの名目国民所得
と実質国民所得のそれぞれの変化率が上げられる．それら 4 つについて当初予
算との相関係数を求めてみる．それを示したのが表3 と表4 である．
表3. 国民所得の変化率と当初予算の変化率の相関係数．概算要求基準導入前．
1965-81 名目，年度 実質，年度 名目，暦年 実質，暦年
当初予算伸び率 0.48395 
当初予算伸び率 0.573 
- 0.1352 
表4. 国民所得の変化率と当初予算の変化率の相関係数．概算要求基準導入後．
1982-06 名目，年度 実質，年度 名目，歴年 実質，歴年
0.436 
0.49281 
0.5892 
0.8945 
0.52671 
これら 2 つの表から分かることは，表3 の実質の年度ベースで見たときの国
民所得の変化率と当初予算の変化率の間には，若干のマイナスの相関が存在し
ていたがそれ以外についてはマイナスの相関が存在しないことである．そこ
で，実質の年度ベースで見たときの国民所得の変化率と当初予算の変化率につ
いて，あらためて交差相関係数を調べてみる．それを示したのが，表5 である．
なお，表 5 では 8つの期間だけを取り上げている．
表5. 国民所得の変化率と当初予算の変化率の交差相関係数．概算要求基準導入前．
-4 -3 -2 -1 ゜ 2 3 
- 0.31604 - 0.384 - 0.2748 - 0.41803 - 0.13516 - 0.25925 0.152067 0.34165 
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この表 5 から明らかなように国民所得の変化率を 1期前に戻し．当初予算
は今期の変化率としたときの相関係数の値は． ー 0.418 というある程度高い値
になった． したがって，概算要求基準導入前は. 1期のラグを伴いながら景気
対策を実施していた可能性がある．
それに対し．表5 においてはマイナスの相関はなかったが．実質の年度ベー
スで見たときの国民所得の変化率と当初予算の変化率の間の交差相関係数につ
いても見てみる．それを示したのが．表 6 である．なお．表 6 では 8 つの期間
だけを取り上げている．
表6. 国民所得の変化率と当初予算の変化率の交差相関係数．概算要求基準導入後．
-5 -4 -3 -2 -1 ゜ 2 
- 0.8253 - 0.17248 - 0.13046 - 0.1296 - 0.785 0.4358 0.5179 0.32679 
この表6 から分かることは，国民所得の変化率の期間を遡らせたほうが相関
係数はよくなることである．しかし，それでも相関係数の値は低い水準にとど
まっている． したがって，概算要求基準導入後当初予算は景気対策にはほとん
ど貢献しなくなったといえよう．特に，景気が変化した年度には景気対策は行
われなくなり，単に景気の変化に応じて当初予算が増減しているだけになる．
ケース 2 についても相関関係を調べてみる. 1965-198 年度の期間は共通な
ので， 1982- 年度の期間と 19-206 年度の期間の 2 つの期間について当
初予算と景気の変動との相関係数を求めると，表7 のようになる．
当初予算
1982- 
19-206 
名目 GDP
0.56981 
0.763 
表7. ケー ス 2
実質 GDP
0.468 
0.187 
名目，暦年
0.6125 
- 0.9836 
実質，暦年
0.563 
0.2793 
この表 7 から分かることは，当初予算と景気変動との相関関係は，
1982-98 年度の期間ではプラスの比較的高い相関であったのが， 19-206 年
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度の期間ではほとんど相関はなくなったことである． したがって，概算要求基
準を導入した後改めて概算要求基準に分類を導入した場合，当初予算は再度
構造変化をしたといえるであろう．
4. 「補正率」の導入
(1) 「補正率J の定義
わが国では概算要求基準の導入以降，当初予算 (initial budget) では本格的
な景気対策は行われなくなった． しかし，概算要求基準導入以降も景気の悪化
は生じている．特に， 190 年代のバブル崩壊後の時期は深刻な不況であり，「平
成不況」という呼び方もなされた．そのような時期においてもマイナスのシー
リングを設けるような概算要求基準が設定されていた． したがって，当初予算
では本格的な景気対策を実施することは困難であった．では，この時期にまっ
た＜景気対策は実施されなかったかというとそうではない．実は，補正予算
(suplemntary budget) で尿気対策が実施されていた．そのことを確認する
ために，補正予算の果たしている役割の大きさを示す新しい指標を導入する．
それが，「補正率」 (r • : suplemntary rate) である．
ある年度の補正率の定義とは，ある年度の補正予算のその年度の当初予算に
対する比の値を示したものである．
t年度の補正率= t年度の補正予算/t 年度の当初予算
r. (t) =S (t) / G  (t) 
ここで，補正予算= s (t). 当初予算= G (t) である．
(2) 補正率の意味
補正率は，当初予算の規模と比較した場合の補正予算の規模を示す指標であ
る． もし補正予算の額が当初予算に比べて相対的に大きくなるならば，補正率
は大きくなる．すなわち，補正予算の規模が変わらなくても当初予算の規模が
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小さければ補正率は大きくなり，当初予算の規模が大きければ補正率は小さく
なる．
補正予算は．ほとんどが増額補正であるが，中には減額補正もある．その場
合．補正率はマイナスになる．
(3) 補正率のもう 1つの意味
補正率には，補正予算の当初予算に対する比率の値を示しているだけではな
ぃ．補正後の予算は，当初予算に補正予算を加えたものであるという関係を利
用すると，補正率は，次のように示すことができる．
補正率＝（補正後予算ー当初予算）／当初予算
rs (t) = lZ (t) - G  (t)f / G  (t) 
補正後予算＝当初予算＋補正予算
Z (t) =G (t) +S (t) 
ここで．補正後予算= z (t) である．
なお．補正後予算は，補正予算が編成され．議決されたときに決まってくる
事後的予算である．
この関係を用いると．補正率はある年度内の予算の伸び率を示したものにも
なっている．すなわち．ある年度の補正後予算の当初予算に対する伸び率であ
る．
(4) 合計値と修正合計値
補正率がある年度内の予算の伸び率を表したものであることから．当初予算
の伸び率と比較することが可能になる．
当初予算の伸び率 IG (t) - G  (t-l)f / G  (t-1) は．前年度当
初予算から今年度当初予算までの増加分を前年度の当初予算で割ったものであ
る． したがって．当初予算の伸び率は年度間の予算の伸び率になる．
当初予算の伸び率と補正率の単純な合計値は．前年度の当初予算から今年度
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の補正後予算までの伸び率の近似値になっている．
単純な合計値＝当初予算伸び率＋補正率
= IC 今期当初予算ー前期当初予算）／前期当初予算l
+ IC 今期補正後予算ー今期当初予算）／今期当初予算l
=前年度の当初予算から今年度の補正後予算までの伸び率
The sum = I G (t) - G (t - 1) l / G (t - 1) 
+ IZ (t) - G  (t)l / G  (t) 
~IZ (t) - G  (t-l)l / G  (t-1) 
しかし．近似値では厳密な議論ができないので．補正率に修正係数を掛ける
ことによって等式が成立するように修正する．ここで．修正係数 (A revised 
coeficient) は．今年度の当初予算の前年度の当初予算に対する比を表し， C 
で示される．
c=G(t)/G(t-1) 
したがって，
修正合計値＝当初伸び率＋修正係数・補正率
= IC 今期当初予算ー前期当初予算）／前期当初予算｝
＋（今期当初予算／前期当初予算） . IC 今期補正後予算ー
今期当初予算）／今期当初予算！
＝（今期補正後予算ー前期当初予算）／前期当初予算
The revised sum = I G (t) - G (t - 1) l / G (t - 1) 
+ IG Ct) / G  Ct -l)l・IZ Ct) - G  (t)l 
/G (t) 
= IZ (t) - G  (t-l)l / G  (t-1) 
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となる．
この関係から，前年度の当初予算から今年度の補正後予算までの伸び率は，
年度間の当初予算の伸び率に修正係数を掛けた今年度の当初予算から今年度の
補正後予算までの年度内の伸び率を合計したものになる．この関係を変形する
と．
1 = [IG (t) - G  (t -1)1 / G  (t -1)] / [IZ (t) - G  (t 
-1)1 / G  (t -1)] + [IG (t) / G  (t -1)1・IZ (t) - G  (t)I 
/ G  (t)J / [IZ (t) - G  (t -1)1 / G  (t-1)] 
となる． したがって．前期の当初予算から今期の補正後予算までの伸び率の内．
右辺の第 1項は当初予算の伸び率の寄与分であり．第 2項は修正補正率の寄与
分である．
(5) 修正補正率と当初予算の比較
当初予算の伸び率の大きさと補正率の大きさを比較することによって，補正
後予算の前年度当初予算からの伸び率の大きさを決めたのがいずれであるかが
示されることになる．
もし当初予算の伸び率の方が大きければ，補正後予算の伸び率は主として当
初予算によってもたらされたものであり，補正率の方が大きければ補正後予算
の伸び率は主として補正率によってもたらされたことになる．
5 補正予算による景気対策
(1) 補正率の推移
概算要求甚準を導入したことによって当初予算は構造変化したことが示され
たが．補正予算についても構造変化したのであろうか．そのことを確認してみ
る．
はじめに，補正予算の推移を見てみる．それを示したのが図 2 である．
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(2) 補正率の構造変化
図2 補正率の推移
概算要求基準の導入によって補正予算の構造が変化したか否かを調べるため
に．概算要求甚準を導入する前と導入した後の補正率に一元配置の手法を適用
して比較してみる．ここで．有意水準0.1 の帰無仮説が設けられている．そ
の結果を示したのが，表8である．
概要一グループ
シ導入前
シ導入後
表8. 補正率に関する一元配置
標本数
17 
25 
合計
0.57186 
1.02 
平均 分散
0.369 0.937 
0.4 0.178432 
分散分析表
変動要因 変動 自由度 分散 観測された分散比 — F境界値
グループ間 0.04168 1 0.415 0.2871435 0.5948 4.0876 
グループ内 0.5757943 40 0.14 
合計 0.5817263 41 
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この表 8 から明らかなように. F 境界値の大きさ (4.08476) より観測され
た分散比 (0.28714735) のほうが小さくなっている．概算要求基準の導入によっ
て補正率は構造変化していないという有意水準 0.1% の帰無仮説は．棄却され
ないことになる． したがって．概算要求基準を導入しても補正率は構造変化し
ていないとみなせる．なお．有意水準を引き上げてもなかなか帰無仮説は棄却
できないことにも注意しなければならない．
(3) 景気変動と補正率の相関係数
補正率は，概算要求基準を導入した後も構造変化していないので．補正予算
によって景気対策を行っていた可能性がある．そこで，景気の変動と補正率の
相関関係を調べてみることにする．
景気の変動に関しては．年度ベース．名目値．年度ベース．実質値．暦年ベー
ス．名目値．暦年ベース．実績値．の 4 つを取り上げる．そして．概算要求基
準を導入前と導入後の景気変動と補正率の相関係数を求めてみると．表9 と表
10 のようになる．
1965-198 
補正率
1982-06 
補正率
表9. 概算要求基準導入前の相関係数
名目，年度 実質，年度 名目，暦年
0.62517 - 0.1725 0.629 
表 10. 概算要求基準導入後の相関係数
名目，年度 実質，年度 名目，暦年
- 0.1835 0.4592 - 0.23875 
実質，暦年
- 0.93 
実質，暦年
- 0.46 
表 9 と表 10 とを見てみると．概算要求基準導入前については．実質ベース
の年度の国民所得と補正率の相関係数がマイナスの相関になり．概算要求基準
導入後については．名目ベースの年度の国民所得と補正率，名目ベースの暦年
の国民所得と補正率． さらに実質ベースの暦年の国民所得と補正率の相関係数
を求めると．マイナスになっている．そのため．景気の変動に対し景気対策を
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行ったかどうかを判断するための必要条件は満たしている． したがって，補正
予算で景気対策を実施した可能性があることになる．
6. 合計値
(l) 修正合計値
政府の活動は，当初予算と補正予算のそれぞれによってなされるが，年度を
通じての全体活動は当初予算の伸び率に補正率を加えた合計値によって見るこ
とができる．
合計値の内単純合計値は，当初予算の伸び率に補正率を加えたものである．
しかし，補正後予算の伸び率の内容を詳しく見るため，補正率に修正係数（＝
今期当初予算の水準／前期当初予算の水準）をかけた修正補正率を用いること
にする．当初予算の伸び率に修正補正率を加えると修正合計値が得られる．
(2) 修正合計値の推移
わが国の一般会計における修正合計値の推移を調べてみる．それが，図 3 で
ある．なお，この図では，当初予算の伸び率と修正補正率の符号が異なる場合
0.4 
図3 合計値の推移
0.35 
0.3 
0.25 
0.2 
0.15 
0.1 
0.5 
゜-0.05 
-0.1 
●当初予算伸び率 口修正補正率
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は，それぞれの素の値が示されている．
図 3 から分かるように， 1960 年代から 1970 年代にかけては当初予算の伸び
率が大きいために補正率がある程度の大きさであっても合計値では補正率の割
合は小さくなっている．それに対し， 1980 年代からは当初予算の伸び率が小
さくなったので，合計値における補正率の割合は大きくなった．時には，補正
率だけになる年度も現れるようになった． また， 20 年代の小泉内閣の時代
は当初予算の伸び率を厳しく抑えマイナスの伸びになった年度もあったが．補
正率まで加えると年度の合計値はすべての年度でプラスになっている． した
がって．小泉内閣の時代は財政再建を優先したとはみなせないことになる．
(3) 修正合計値の構造変化
当初予算の伸び率と修正補正率の合計値について一元配置分析を適用して，
概算要求基準を導入することにより構造変化したか否かを調べてみる．その結
果は，表 1 に示されている．なお，有意水準は 1 % (0.01) に設定している．
表 1. 修正合計値の構造変化一元配置
分散分析：一元配置 有意水準 1%
概要
一グループ 標本数
シーリング前 17 
シーリング後 25 
分散分析表
変動要因 変動 自由度
グループ問 0.21 
合計
3.5062 
1.603 
平均
0.2845 
0.643 
分散 観測された分散比
0.21 65.9148 
グループ内 0.1283 40 0.32 
合計 0.392 41 
分散
0.415 
0.2601 
P 値 F 境界値
5.46E-10 7.314 
138 立正大学経済学季報第 58 巻 4 号
表 1 から明らかなように,F 境界値より観測された分散比のほうが大きい
ので．修正合計値は構造変化していないという帰無仮説は棄却される．したがっ
て．概算要求基準が導入されたことで修正合計値は構造変化したことになる．
また， 19 年度から概算要求基準に分類を導入したことによって構造変化
したか否かについても調べてみたが， 0.5 以下では構造変化しないという帰無
仮説は棄却できなかった． したがって，概算要求基準に分類を導入したことに
ついては構造変化を生じさせなかったとみなす必要がある．
(4) GDP と修正合計値の相関係数
名目と実質の GDP と修正合計値の相関関係を調べてみる．結果は．表 12
に示されている．
表 12. GDP と修正合計値の相関係数
修正合計値
1965-81 
1982-06 
名目 GDP
0.71 
0.248 
実質 GDP
- 0.1987 
0.348 
この表 12 によれば, 1965 - 198 の期間の実質 GDP だけがマイナスの相関
になっている．そこで．この期間の実質 GDP と修正合計値について交差相関
係数を調べてみると．表 13 のようになる．
表 13. 合計値の交差相関係数（対実質 GDP)
-3 -2 -1 
゜
- 0.307 - 0.326 - 0.398 - 0.198 - 0.803 
2 
0.2423 
3 
0.25 
表 13 から分かるように， 1期遡った実質 GDP と今期の合計値との問の相関
係数は，ほぼマイナス 0.4 なのである程度の相関が認められる． したがって，
概算要求基準が導入される前は，ある程度景気対策が実施されていた可能性が
ある．
当初予算と補正予算における公共事業関係費の変化 139 
(5) 修正補正率と当初予算伸び率との比較
修正補正率と当初予算伸び率とを比較する．そこで，修正補正率から当初予
算伸び率を引いてみる．もし修正補正率の方が当初予算伸び率より大きければ，
年度内の伸び率の方が年度問の伸び率より大きいことになる． したがって，修
正補正率の方が補正後予算の伸び率により貢献したことになる．
修正補正率から当初予算伸び率を引いた値を求め，その値の推移を見てみた
のが図 4 である．
0.15 
0.1 
0.5 
゜-0.05 
-0.1 
-0.15 
-0.2 
-0.25 
-0.3 
図4 修正補正率ー当初伸び率
この図 4 から明らかなように， 1983 年度までは修正補正率より当初予算伸
び率の方が常に大きくなっていた． しかし， 1984 年度以降は当初予算伸び率
の方が大きくなることが多くなった．しかも，修正補正率の方が当初予算伸び
率より 5 % 以上大きくなった年度が何回か生じている. 195 年度と 198 年度
は修正補正率と当初伸び率との差が 10% (0.1) 以上生じている． したがって，
5. (2) 補正率の構造変化．において補正率の構造変化を調べたとき，概算
要求甚準が導入されても補正率は構造変化しないという帰無仮説は棄却されな
かったが，当初予算の伸び率との相対関係を調べてみると構造変化しているこ
とが分かった．このことは，予算の方向を決めるということでは，当初予算よ
り補正予算の方が重要な役割を果たすようになったことを意味する．
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7. 公共事業関係費6)
(1) 公共事業関係費
公共事業関係費は，景気対策を行う場合中心的な役割を果たす支出である．
公共事業関係費の当初予算と補正予算の推移を示したのが図 5 である. 1960 
年代の高度経済成長期と 1970 年代の石油危機の時期には大きく伸びていた．
しかし， 1980 年代に入ると公共事業関係費の伸びは止まり，当初予算では若
干減少していただが， 190 年代の平成不況期には補正予算で大きく伸びた．
20 年に入ってからは，公共事業関係費の額が大幅に減少している．
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(2) 公共事業関係費の構造変化
公共事業関係費は．概算要求碁準の導入によって構造変化したか否かについ
て調べてみる．
最初は．当初予算での伸び率についてである．公共事業関係費の当初予算の
当初予算と補正予算における公共事業関係費の変化 141 
％ 
図6 公共事業関係費の当初予算伸び率
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伸び率の推移は．図 6 に示されている．
公共事業関係費の当初予算の伸び率は，概算要求基準の導入によって構造変
化したかどうかを調べてみる．そこで，当初予算は概算要求基準が導入されて
も構造変化していないという帰無仮説を設ける．対立仮説は．当初予算は概算
要求基準が導入されると構造変化するということになる．これらの仮説を有意
水準 1 % (0.01) で検定してみる．そこで．一元配置の手法を適用する．その
結果は表 14 のようになる．
表 14.
分散分析表
変動要因 変動 自由度 分散 観測された分散比 P 値 F 境界値
グループ間 0.27506 1 0.27506 
グループ内 0.3847 40 0.9587 
合計 0.6193 41 
23.7021 1.78E-05 7.314 
142 立正大学経済学季報第 58 巻 4号
この表 14 から明らかなように, F 境界値より観測された分散比のほうが大
きいので．当初予算の伸び率は構造変化していないという帰無仮説は棄却され．
構造変化したことになる．
(3) 公共事業関係費の補正率の構造変化
次に．公共事業関係費の補正率についても，概算要求基準の導入によって構
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図7 公共事業関係費の補正率の推移
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造変化したのかどうかを調べてみる．
まず，公共事業関係費の補正率の推移を見てみる．それが図 7 である．
ここで．公共事業関係費は．概算要求基準が導入されると構造変化したかど
うかを調べてみる．そこで．補正率は概算要求基準が導入されても構造変化し
ないという帰無仮説を設ける．すると．対立仮説は．補正率は概算要求基準が
導入されると構造変化するというものになる．ここで．有意水準は 1 % (0.01) 
とする．一元配置の手法を適用すると．その分析結果は表 15 のようになる
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表 15. 公共事業関係費の補正率置
分散分析：一元配置
概要
有意水準 1%
グループ
1965-198 
1982-06 
標本数
17 
25 
合計
0.98502 
4.8210 
平均
0.57943 
0.19324 
分散
0.4683 
0.3528 
分散分析表
変動要因 変動 自由度 分散 観測された分散比 P 値 F 境界値
グループ間 0.18495 0.18495 8.0298 0.716 7.314 
グループ内 0.921 40 0.2308 
合計 1.0637 41 
この表 15 から分かるように．かろうじて,F 境界値より観測された分散比
の法が大きいので補正率は構造変化しないという帰無仮説は棄却される． した
がって．概算要求基準の導入によって，公共事業関係費の補正率は構造変化し
たことになる. 7) 
％ 図8 公共事業関係費の修正合計値の推移
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(4) 公共事業関係費の修正合計値
公共事業関係費の修正合計値は，当初予算の伸び率に補正率に修正係数をか
けた修正補正率を加えたものである．修正合計値の推移は，図 8 に示されてい
る．
また，公共事業関係費の修正合計値についても，概算要求基準の導入によっ
て構造変化したかどうかを調べてみる．帰無仮説は，公共事業関係費の合計値
は概算要求基準の導入によって構造変化しないということになる．対立仮説は，
公共事業関係費の修正合計値は概算要求基準の導入によって構造変化するとい
うものである．一元配置を適用すると，結果は表 16 のようになる．なお，有
意水準は 1 % (0.1) とする．
表 16.
分散分析表
変動要因 変動 自由度 分散 観測された分散比 P 値 F 境界値
グループ間 0.205 1 0.205 0.71 0.7926 7.314 
グループ内 1.259715 40 0.3149 
合計 1.26192 41 
この表 16 から分かるように. F 境界値のほうが観測された分散比より大き
いので合計値は構造変化しないという帰無仮説は棄却できないことになる． し
たがって．公共事業関係費の合計値は構造変化していないと判断できる．
(5) 補正予算の役割の増大
補正後予算の前年度当初予算からの伸び率の内訳を見てみるために，修正補
正率から当初予算の伸び率を引いてみる．当初予算の伸び率の方が大きい場合
と修正補正率の方が大きい場合があるが，概算要求基準が導入される前は当初
予算の伸び率の方が大きい．それに対し，概算要求基準が導入された後は修正
補正率の方が大きくなっている．補正後予算の規模を決めているのは，概算要
求基準の導入前は当初予算であり，導入後は補正予算と言うことになる．
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(6) 公共事業関係費の構造変化についてのまとめ
これらの結果から，公共事業関係費の構造変化については，次のようなこと
が考えられる．
1) 公共事業関係費の当初予算の伸び率は，概算要求基準の導入によって構造
が変化し，伸び率にプレーキがかかった．
2) しかし，補正率が働くことによって，概算要求基準の導入後，補正後予算
が大きく伸び，当初予算の伸び率の停滞を補完していた．
3) その結果，公共事業関係費の合計値では概算要求基準の導入による抑制効
果が補正率によって相殺され，年度全体では概算要求基準導入の影響がない
かのように調整された. 8) 
4) したがって，補正後予算の前年度当初予算に対する伸び率は，概算要求基
準導入前は当初予算の伸び率によって決定され，概算要求基準導入後は補正
率によって決定されたといえるであろう．
しかし，当初予算の額の推移を見てみると， 20 年代に入ってからは，公
共事業関係費の予算額が大幅に減少しているので，まもなくその影響で新しい
構造変化が生じていることが明らかになり，公共事業関係費の役割は大幅に見
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直しされるであろう．
まとめ
本論文では． 日本の財政が概算要求基準を導入して以降構造が変化し．当初
予算の役割が大きく制限されたのに対し．補正予算についてはその影響を基本
的には受けていないことから．より積極的な役割を果たすようになったことを
示した．そのことは．公共事業関係費についてより顕著に現れている．したがっ
て，財政の動きを分析する場合．当初予算だけではなく．補正予算についても
しっかり見ておくことが必要といえる．
そもそも，当初予算を編成時点から制限するという方式は．当初予算の役割
を大きく損なうものである．換言すれば，景気対策が補正予算を中心に行われ
ることは，景気対策の効果も半減させるものである． したがって， 190 年代
の平成不況において財政政策の効果が少なくなったことの理山として，補正予
算でしか景気対策を行わなかったことが考えられる．
もしそうであるならば．これまで行われてきた財政政策が有効か，金融政策
が有効化についての議論は再検討する必要があろう．
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1) 補正予算の動きについても注意するべきであるとしている文献としては，岩
本 [1]. 岡崎 [2] などが上げられる．
2) 本論文では，補正予算については 1次補正. 2次補正，あるいは3次補正の
区別は行っていない．補正予算が複数回編成されても，その結果決まってくる
最終的な補正後予算だけを取り上げる．
しかし，複数回の補正予算がもたらす効果も興味深いテーマなので将来の課題
としておく．
3) 概算要求基準については．すでに 196 年度から導入されていた． しかし当
初は50% 増の範囲内というように極めてゆるい制約であった. 1982 年にゼロシー
リングになり， 1983 年度からはマイナス 5%の範囲内（除く投資的経費）. 1984 
年度には経常部門マイナス 10% と投資部門マイナス 5%の合計額の範囲内と強
化された． しかし．バプル景気が始まると 198 年度経常部門はマイナス 10% で
あったが．投資部門はゼロ成長に戻され．社会資本整備特別措置法による事業
が1兆30 億円認められた．バプル崩壊による平成不況が始まると， 194 年度
経常的経費は 10% の削減を維持したが．投資的経費に関してはプラスの 5%に
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変更された．その上，社会資本整備特別措置法による事業 1兆 30 億円につい
ても認められていた. 198 年度からは社会保障関係費については増加が認めら
れ．それ以外の支出についてはゼロあるいはマイナスシーリングが設けられ．
項目によって差がつけられた. 19 年度は公共事業関係費ゼロシーリング，科
学技術振興費+ 5%, 社会保障関係費+ 5,70 億円，その他の経費は前年度当初
予算の額に分け．さらに特別枠と公共事業配分重点化措置を設けた．その後は，
基本的にこの方式を継承している．
4) 概算要求基準にゼロシーリングあるいはマイナスシーリングが導入されたの
は 1982 年度あるいは 1983 年度であるため，導入時期が明確である． したがって，
シーリング方式が導入される前と導入された後とを区別することが容易である．
そこで，一元配置の方法を採用することにする． もし，導入時点が明らかでは
ない場合. Ch ow テストのような別の手法が必要になったであろう．
なお，ゼロシーリングの導入時期とマイナスシーリングを導入した時期が 1年
しか異ならないため，構造変化がいずれの年度から生じたのかについて，厳密
な検討は行っていない． しかし，予算構造の変化ということでは 1983 年度のマ
イナスシーリングを導入した年度から構造変化したとみなしたほうが妥当かも
しれない． この点についての検討については Chow テストが望ましいであろ
う．しかし，本論文では，構造変化は 1982 年度から生じたという前提で議論を行っ
ている．
5) 景気変動は国民所得の伸び率で見ている．特に．伸び率がマイナスになって
いる場合は，景気が悪化しているものとみなす．
景気の変動を伸び率で見ているために．好況のとき伸び率はプラスになり．
不況のときマイナスになる． したがって．予算の伸び率が景気の伸び率と反対
の動きをしたとき．景気対策が行われたものとみなすことにする． しかし，こ
の条件はあくまで景気対策が行われるための必要条件にしか過ぎないことに注
意する必要がある．
6) 公共事業関係費の内訳については取り上げていない．しかし．公共事業関係
費の内訳は時代によって大きく変動しているので．今後詳しく検討する必要が
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ある. , 
7) ここで補正率が構造変化したという結論は．有意水準が 1% という条件
の下であったもし有意水準を 5% に変更すると構成変化していないこと
になる． したがって．補正率の構造変化だけでは概算要求基準が導入され
たことによって公共事業関係費の補正予算の役割が本格的に変化したとは
いいきれないことになる．
8) 概算要求基準の導入によっても公共事業関係費の合計値は構造変化して
いなかったということは意外な結果である．概算要求基準の導入の目的は
財政再建のために支出を制約することになる． したがって．概算要求基準
の役割をあらためて検討する必要があろう．
